
資料２

平成２３年７月新潟・福島豪雨の新潟県平成２３年７月新潟 福島豪雨の新潟県
調査結果（速報）について

平成２３年１１月２２日

新 潟 県
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平成２３年７月新潟・福島豪雨の特徴

○ 主な地点の降り始め（２７日１２時）から３０日

豪雨の状況

○ 主な地点の降り始め（２７日１２時）から３０日
１６時までの総降水量 は、
・ 加茂市宮寄上 ６２３．５ミリ
・ 南魚沼市塩沢 ５６２．５ミリ
・ 魚沼市入広瀬 ４６９．５ミリ
・ 魚沼市大湯 ４３０．５ミリ

７／３０ １３時現在までの
累計雨量

・ 魚沼市小出 ４００．５ミリ

○ その他 阿賀町・長岡市・十日町市・上越市・五泉 累計雨量○ その他、阿賀町 長岡市 十日町市 上越市 五泉
市・ 阿賀町・三条市・ 十日町市・新潟市・新発田市・

長岡市・関川村の観測所でも２００ミリ以上を記録（計
２０地点）２０地点）

○ 記録的短時間大雨情報短時間情報(※)が県内で
計３０回発表計３０回発表

※新潟地方気象台が発表する数年に一度程度しか
発生しないような短時間大雨の情報

五十嵐川（三条市）
２



牧 泉市中 橋茶郷 谷市 大 条市桑切

河川破堤の状況 ６ 河 川 ９ カ 所 で 破 堤

牧川（五泉市中野橋)茶郷川（小千谷市
土川・上ノ山)

大平川（三条市桑切・原)

五十嵐川（三条市江
口)

破間川（魚沼市長堀新田)登川（南魚沼市 破間川（魚沼市長堀新田)
大里・三郎丸)
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被害状況等の比較

区 分
平成２３年７月
新潟・福島豪雨

平成１６年７月
新潟・福島豪雨

累計 量 倍豪雨の
概 要

累計雨量 １，００６ミリ ２．１倍 ４８９ミリ

時間雨量 １２０ミリ １．６倍 ７３ミリ

災害救助法適用市町村 １５市町 ５ ０倍 ３市（合併後の換算）災害救助法適用市町村 １５市町 ５．０倍 ３市（合併後の換算）

人 的
死 者 ４人 ０．３倍 １５人

行方不明者 １人 － ０人
被 害

行方不明者 １人 ０人

重軽傷者 １３人 ０．２倍 ８２人

建 物 住宅被害 ９，５９０棟 ０．７倍 １３，８８９棟建 物

被 害

住宅被害 ９，５９０棟 ０．７倍 １３，８８９棟

非住家被害 ５，６３８棟 ０．８倍 ７，１８９棟

９ ０８８人 １８ ７００人
避難者数（最大時）

９，０８８人

（Ｈ２３．７．３０）
０．５倍

１８，７００人

（Ｈ１６．７．１４）

１６市町 １ １倍 １５市町村（合併後）

4
避難勧告等発令

１６市町 １．１倍 １５市町村（合併後）

１４９，６８６世帯 ４．９倍 ３０，７００世帯

４



◆ 住民避難に関する意識・実態調査結果

意識・実態調査の実施要領

 市町村担当者への意識・実態調査

意識 実態調査の実施要領

• 平成２３年７月新潟・福島豪雨災害に関して、各市町村の防災担当者を対象として、平成２３年

８月１１日（木）～同年８月１９日（金）の間、避難準備情報・避難勧告・避難指示発令の基準や避

難行動等の現況について、メールによるアンケート調査を実施した。

 県民に対する意識・実態調査

 調査の実施要領

• 平成２３年７月新潟・福島豪雨災害時に避難勧告・避難指示が発令された地域の住民１ ０００平成２３年７月新潟 福島豪雨災害時に避難勧告 避難指示が発令された地域の住民１，０００

人を対象として、調査票によるアンケートを実施した。

• 調査票は、 １０月下旬に各市町村を経由して住民に配布し、 １１月３日（木）を〆切りに郵送に

より回収した。

 回収状況等

• 回答数 329通 （１１月１４日現在）
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各市町村担当者への実態調査結果の概要各市町村担当者 の実態調査結果の概要

避難準備情報・避難勧告・避難
指示の発令基準の有無

避難準備情報・避難勧告・避難指示を
発令した市町村の発令基準の有無

20.0%

基準有り

N=30

18.8%

N=16

80.0%

基準有り

基準無し
81.3%

基準有り

基準無し

 概ね適切に発令できた。

避難準備情報・避難勧告・避難指示の発令判断の現況

避難準備情報・避難勧告・避難指示（以下、避難勧告等と言う。）を発令した１６市町村は、避難勧告等の基準、職
員の派遣やパトロールからの現地情報、過去の経験則などを総合的に判断して、避難勧告等を発令しており、概
ね適切に発令できたとしている。

 課 題 課 題

 発令の基準がない小河川の増水への対応

 広範囲にわたる現地情報の不足

 夜間における情報収集の困難性
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 夜間における情報収集の困難性

 夜間に避難勧告等を発令することへのためらい

 予想外の短時間・多量の降水量による急激な河川の増水や土砂災害への対応



避難準備情報・避難勧告・避難指示の伝達手段・伝達要領

 複数手段を保有している市町村

防災行政無線、広報車による広報、電話連絡、テレビ、緊急告知ラジオ、携帯電話のメール等の複数手段を活用して、
住民に情報を連絡した。

 課 題

 連絡手段が少ない市町村が存在

• 伝達手段が防災行政無線、又は広報車による広報、電話による自主防災組織・区長等への電話連絡に限定

• 防災行政無線や広報車の広報は、室内では聞きづらい。

• 広報車での広報や電話連絡では、伝達に時間がかかる。

 緊急告知ラジオ等を聞かない人に対する情報伝達が今後の課題

要援護者に対する安否確認

避難情報等の連絡・安否確認は、適切に対応できた

 防災行政無線による早期からの注意喚起

 自治会・民生委員・消防団の訪問や電話により安否確認

 緊急告知ラジオが有効

 問題認識

 道路冠水・土砂災害が発生した場合、安否確認等のために直接訪問することが危険
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 電話が不通になった場合の安否確認



住民への意識・実態調査結果の概要

住 避

避難勧告・避難指示を知った手段は（複数回答）

住民の避難行動 １

N=２３０

11 7%

37.4%

60.4%

自主防災組織・自治会長・区長等から聞いて  

消防団                          

テレビ

避難勧告・避難指示の発令を知っていたか

N=３２９

8.3%

8.7%

10.4%

10.4%

11.7%
防災行政無線等（野外スピーカー、市町村配
布の無線機）            
市町村から直接連絡を受けて      

知人・友人・親戚等から聞いて    

市町村 広報車

28.3%

1.8%

知っていた

知らなかった

N=３２９

2.6%

3.9%

5.2%

7.8%

8.3%
市町村の広報車                  

携帯電話のメール                

家族から聞いて

ラジオ

69.9%

知らなかった

忘れた・無回答

0.9%

0.9%

0.9% その他

無回答

インターネット

・約７０％の人が発令を知っていた。

避難勧告・避難指示の発令は、約６０％が自主防災組
織・自治会長・区長等から、約３７％が消防団から聞い
ている

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 市町村のホームページ            
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住民の避難行動 ２

避難した人の割合は 自宅の被害状況は

0.6%

N=３２９ N=３２９

17.9%

河川の氾濫・浸水等により、家屋が全
壊・半壊した                  
河川の氾濫・浸水等により、床上浸水
した

40.1%

59.3%

避難した

避難しなかっ
た 18.8%

0.3%

4.9%

10.9%

17.3% した                          
河川の氾濫・浸水等により、床下浸水
した                          
土砂災害により、家屋が損壊した  

河川の氾濫・浸水等により、家屋が流
出した                        
河川の氾濫・浸水等により、周りの地

無回答

8.5%

19.5%

14.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

河川の氾濫 浸水等により、周りの地
域で浸水していた              
家屋に被害は、無かったが、土砂が
家屋の近くまで、押し寄せた      
自宅及び自宅周辺では、被害はな
かった                            
無回答

・約５９％の人が避難している。

・約半数の人が、自宅に被害があった。約１８％の人が、近所で浸水被害が発生
し、約１４％の人が近所で土砂災害が発生したとしている。

・約２０％の人は、自宅及び自宅周辺では、被害がなかったとしている。
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避難したと回答した住民の避難行動の実態住民の避難行動 ３

何処に避難したか 誰と避難したか

6.7%
6.7%

市町村が指定した避難場
所        

N=1９５

14.9%

7.7%
6.7% 家族と

消防団の人と

自主防災組織・自

N=1９５

9.7%

10.8%
48.2%

知人・友人・親戚等の家    

市町村が指定した避難場
所以外の公共施設           

76.9%

15.9%

15.4%

自主防災組織 自
治会長・区長等と  

知人・友人・親戚等
等

一人で

17.9% 自宅等のその時居た建物
の２階以上

土地が高い近くの場所      避難した手段は

その他・無回答

14.5%

約４８％の人が指定避難所に 約１８％の人が知

N=１７３

35.3%

50.3%

車で

歩いて

その他・無回答

・約４８％の人が指定避難所に、約１８％の人が知
人・友人・親戚等に避難している。

・約７７％の人が家族と避難している。

約５０％の人が 車両で避難している
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・約５０％の人が、車両で避難している。



避難したと回答した住民の避難行動の実態
住民の避難行動 ４

避難勧告等を聞いてす
ぐ

何時避難したか

約 が 勧 等 直
N=1９５

37.9%4.1%

13.8%
6.7%

ぐ          

避難勧告等を聞く前に
自分で判断して           

避難勧告等を聞いてし
ばらく経ってから           

・約３８％の人が、避難勧告等を聞いて直
ぐに避難している。

・約２４％の人が、避難勧告等の前に自主
的に避難している。

N=1９５

23.6%

13.8% 避難勧告等を聞いた翌
日以降      

その他

忘れた 無回答

的に避難している。

・約１８％の人が、避難勧告等の発令を
知っても直ぐに避難しない。

忘れた・無回答

避難勧告等を聞いて直ぐに避難しない主な理由は（複数回答）

0.0%5.7%
5.7%

避難するための準備をしていた
から

避難勧告等が発令された時間
が夜遅かったから                  

様子を見て すぐに避難する必

・約４３％の人が、避難の準備をしていたと
している。

N=３５

17.1%

20.0%

22.9%

42.9%

様子を見て、すぐに避難する必
要はないと思ったから             

その他・無回答

家族に「大丈夫だ」と言われた
から

・約２３％の人が、避難勧告等が発令され
た時間が遅かったからとしている。

・約２０％の人が、様子を見て避難する必
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から

直接避難を勧められなかった
から  

要がないと思っていた。



避難したと回答した住民の避難行動の実態住民の避難行動 ５ 避難したと回答した住民の避難行動の実態

避難の主なきっかけは（複数回答）

住民の避難行動 ５

避難の主なきっかけは（複数回答）

N=1９５

47.7%

自主防災組織・区長・自治会長等に避難を勧められたから     

消防団に避難を勧められたから    

・約半数の人が、自主防災組織・区長・自治会
29 7%

30.3%

31.3%

36.4%

44.6% 雨の降り方が今までと違うから    

川の水があふれると思ったから    

自宅・当時居た場所にいると不安だったから                        

避難勧告等が発令されていたから  

長、消防団から避難を勧められて避難している。

・約３０％の人が、不安を感じたことにより避難し
ている。

12 3%

16.4%

17.4%

21.0%

26.7%

29.7%
大雨・洪水警報が発表されていたから                              

近くで土砂災害・浸水被害が発生したから                          

近所の人が避難していたから      

がけや山の斜面に異常（土砂の崩落、出水など）を感じたか
ら        

・約３０％の人が、避難勧告等の発令、大雨・洪
水警報等の発表により避難をしている。

6.2%

8.2%

8.7%

9.7%

12.3% 近くに避難所があるから          

近所の人に「避難しよう」と言われたから                          

その他・無回答

高齢者や乳幼児・体の不自由な人など避難をするのに時間
がかかる人がいたから                        
避難を援助してもらえたから

3.1%

3.6%

4.6%

4.6% 避難を援助してもらえたから      

大雨の時はいつも避難しているから

子どもに「避難しよう」と言われたから                            

子ども以外の家族に「避難しよう」と言われたから                  

高齢者や乳幼児・体の不自由な人などがいる家の人が避難

12

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% をしていたから（促されていたから）          



避難しなかったと回答した住民の避難意識の実態
住民の避難行動 ６

避難しなかった主な理由は（複数回答） 避難の条件は（複数回答）

N=1３２ N=1３２

自宅・当時居た場所は安全だ

17.4%

55.3%

自宅 当時居た場所は安全だ
と思ったから                      

災害が起こりそうな雨ではな
いと思ったから                    

これまでに災害が起きたこと
がな

37.9%

50.8%

自宅に差し迫っている危険を知る  

避難勧告等が繰り返し流される    

誰かが直接避難を呼びかけにくる

10 6%

14.4%

16.7%
がなかったから                   

避難勧告等が発令されていた
ことを知らなかったから         

大雨洪水警報が発令されてい
たことを知らなかったから

24.2%

28.8%

31.1%
誰かが直接避難を呼びかけにくる  

大雨・洪水警報が繰り返し流される

大雨が降った時に、浸水・洪水・土砂災
害が発生する恐れがある場所に自宅

9.8%

9.8%

10.6% たことを知らなかったから      

避難しようと思ったときには、
外が避難できる状況ではな
かったから  
高齢者や乳幼児・体の不自由
な人がいたから                   

10.6%

11.4%

害が発生する恐れがある場所に自宅
が建っていることを知る      
避難先で、高齢者や乳幼児・体の不自
由な人の避難体制ができている  

避難所の場所を知っている        

・約５１％の人が、自宅に差し迫った危険を知ると避難
するとしている。

6.8%

9.8% 直接避難を呼びかけてきた人
がいなかったから                

以前避難したことがあるが、
災害が起こらなかったから     

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

・約３８％の人が、避難勧告等が繰り返し流されること
により避難するとしている。

・約３１％の人が、直接避難を呼びかけることにより避
難するとしている

・約５５％の人が、自宅等が安全であると思ったか
ら避難しなかったとしている。

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%
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難するとしている。
・約１７％の人が、災害が起こりそうな雨でなかっ
た。或いは、過去に被害がなかったから避難しな
かったとしている。



住民の避難行動（まとめ）

半数以上 住民が避難勧告 避難指示 発令を知 た そ 発令情報は 自主防災組

住民の避難行動（まとめ）

・ 半数以上の住民が避難勧告・避難指示の発令を知っていた。その発令情報は、自主防災組

織・自治会長・区長・消防団からの連絡により知ることが多い。

・ 危険や不安を感じないと避難しない。（危険や不安と感じると避難する。）

・ 避難勧告・避難指示の発令や大雨・洪水警報の発表及び直接避難を呼び掛けることにより避難勧告 避難指示の発令や大雨 洪水警報の発表及び直接避難を呼び掛けることにより、、

危険が迫っていることを認識し避難する。また、自主防災組織・自治会長・区長・消防団からの勧

めで避難する。

・ 避難は、家族とともに、指定避難所、公共施設、友人・知人・親戚宅に避難していた。避難は、家族とともに、指定避難所、公共施設、友人 知人 親戚宅に避難していた。

・ 避難行動の多様化（指定避難所以外への避難、車両による避難）
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住民の情報収集・伝達行動の実態

状況を知るためにやったことは（複数回答） 集めた情報の伝達状況は

N=３２９ N=２９７

50 8%

62.9%

テレビで気象情報等を注意して
見た

川や周囲の状況を見に行った    

12.8%

15.2%

17.3%

50.8%
自主防災組織・区長・自治会長
等に連絡した                        

知人・友人・親戚等に連絡した    

ラジオで気象情報等を注意して
聞いた

57.2%
22.9%

19.9%

伝えた

伝えなかった

無回答

4.9%

5.2%

6.1%

7.3% 聞いた                              

その他・無回答

インターネットで気象情報等を調
べた                              

特にない

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 市役所・役場に連絡した          

・半数以上の人が、テレビで気象情報を確認したり、川や周辺の状況を確認
する等情報入手に努めている。

・約１７％の人が、自主防災組織・区長・自治会長から、約１５％の人が知人・
友人 親戚等から情報を集めようとしている
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友人・親戚等から情報を集めようとしている。

・約５７％の人が、知り得た情報を他人に伝達しようとしている。



自主防災組織、区長、自治会長、
民生委員、消防団等の行動

自主防災組織等の行動

避難情報の要援護者への伝達状況

民生委員、消防団等の行動

伝達しなかった理由

N=２14.2%
N=７２

6

7

その他

河川・山等の自宅周辺を見回った結
果、災害や避難に関する情報を伝達
する必要がないと判断したから    

N=２14.2%

15.3%

38 9%

戸別訪問をした                  

本人に直接電話で伝えた       

支援者に電話等で伝えた

3

3

4 暗くて、状況が確認できなかったか
ら                              

夜間・深夜であり、連絡することにた
めらいがあったから            

雨がやんでいたため、災害や避難に

29.2%

38.9% 支援者に電話等で伝えた       

しなかった                      

しようとしたが、できる状況では
なかった                          

その他 0 5 10
雨がやんでいたため、災害や避難に
関する情報を伝達する必要がないと
判断したから                    

伝達しようとしたが、できなかった理由

4.2%
9.7%

その他

8

既に、浸水・土砂災害
等の被害が発生してい
たから                  
夜間・深夜であり、訪

・約５３％の人が個別訪問・電話等により安否確
認等を行っている。

・約２９％の人が連絡をしなかったとしている。そ
れは ①伝達する必要がないと判断した ②暗

N=１１

1

2

2

2 問することが危険だと
感じたから              
夜間・深夜であり、連
絡することにためらいが
あったから            
その他

れは、①伝達する必要がないと判断した。②暗
くて状況がわからなかった。③深夜であり連絡
にためらいがあった。としている。

・約１５％の人が連絡できる状況でなかったとし

16
0 5 10 人

電話が不通だったから  ている。それは、①既に、浸水等被害が発生し
ていた。②深夜であり、連絡にためらいや危険
を感じたとしている。



◆ 住民避難の行動パターン（まとめ）

① 自 情 集 ビ 感

自ら危険を感じて、避難行動を開始する

① 自ら情報を収集（テレビ・見回り）し、危険を感じる

② 行政からの情報により、危険を感じる

③ 自主防災組織等からの情報により 危険を感じる③ 自主防災組織等からの情報により、危険を感じる

④ 過去の経験により、危険を感じる

⑤ 現在起こ ている事象により 危険を感じる⑤ 現在起こっている事象により、危険を感じる

人に促されて、避難行動を開始する

① 自主防災組織、自治会長、区長、消防団等から促されて避難する。

② 家族等とともに避難する。

③ 直接の避難の呼びかけにより避難する。

夜間・深夜は、避難情報の伝達や避難行動上のためらいとなる

17早めの情報発信が必要



今後の主な課題（仮）

・避難準備情報・避難勧告・避難指示の基準の更なる具体化と計
数化

行 政
・小河川等の現地状況確認システムの構築

・必要な情報を速やかに伝達できるシステムの構築

・避難所の多様化→地域の特性により垂直避難を検討・避難所の多様化→地域の特性により垂直避難を検討

・車両による避難行動の是非を検討

・地域の危険を認知し、地域で共有（災害経験・教訓の継承）

自主防災組織等

地域の危険を認知し、地域で共有（災害経験 教訓の継承）

・避難情報を相互に共有する地域コミュニティ力の強化

・早期避難行動の促進（地域の核となる人物による避難促進）

・早めの要援護者対応、特に介助システムの構築

・居住地・住居の危険を知ること

住 民 自 ら
・自らの判断力を養うこと

・地域コミュニティへ積極的に関与すること
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・積極的な避難情報等の収集と伝達。ただし、河川の見回りによ
る情報収集についての検討（見回りは、消防団等に限定）


